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編集後記

2011.3.11に起こった東日本大震災の11月に「東日本大震災で高校生は何ができる
か」というテーマで、80人規模の高校生の集会を開きました。震災後すぐに宮城県の
東松島市災害ボランティアセンターの呼びかけに応えて、ボランティアとして活動した
高校生２人と栃木県、東京都の高校生が集まりました。そこで出た数々の言葉の中で印
象に深く残った言葉があります。東松島市の高校生が、自分は災害ボランティアの活動
をして初めてこの地域の一員であると感じたこと、そして自分は今まで地域というもの
を考えたことがなかったと発言しました。教育に携わり、ボランティア部やボランティ
ア委員会などの顧問として地域とつながる活動を行ってきた自分ですが、学校教育の一
つの達成されるべきことができていなかったということに反省の念を強く感じたので
す。
藤田英典は右図のように学校を捉える
４つの視点を出しました。①と③は対照
的で表裏の関係にあり、②と④も同様で
陰陽の関係にあり、教育という営みと制
度は４つの多面的なものとして展開して
いるとしました。彼は1970年代後半か
ら拡大した校内暴力、対教師暴力、いじ
め、不登校などは、①～④が持つ問題点
に加えて、高校進学率が90%を越え大
学進学率が50%に近づいて、入試競争
参加者が拡大・大衆化したこと、学校が
持つ選抜機能が拡大して子供たちの構造
的序列化が進んだことの影響が大きいとしました１）。この状況は現在も存在すると考え
ています。そして、学校が選抜機能を重視して目的合理的な存在になっていく動きも同
時に出てきていると考えます。
　他方、近年の情報化等の激しい技術革新・国際化等の動きにより、世界は多様性と
相互依存が深化していますが、OECDは「学力」を実際的、社会的に通用するもの
（competence）に見直すという動きを起こしています。掲げられた「３つのコンピテ
ンシー」は１）相互作用的に道具を用いる、２）異質な集団で交流する、３）自律的
に活動する、でありました。１）は言語、シンボル、テクストを相互作用的に用いる内
容であり、２）は人間関係のような社会的資本の構築（Social Capital）が重要とされ、
「社会的能力」「異文化間能力」「柔軟な能力」（自分が良いと感じる環境を作り出すため
には他の人の価値観、信念、文化や歴史を尊重し評価できるだけでなく、それらを取り
入れて成長する人）が問われています。3)は人生計画や個人的プロジェクトを設計し実
行することや自らの権利、利害、限界やニーズを表明することがその内容とされていま
す２）。
　地域は職場、企業のように目的合理的な場、集団ではありません。昔からの祭りや遺
跡、史跡などを持つ歴史・文化が蓄積されている場所であり、それぞれの意味内容が重
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なり合っています。同一の場所で時間軸の中で堆積した多様性の世界であるとも言えま
す。また、隣に異文化を持つ外国人が居住するかも知れません。その点でも多様であり、
所与の世界であるわけです。通常、人は家庭・地域・職場（学校）の３つの社会集団に
属しているとされますが、この点で言うと、これまでの学校教育は、地域との関係性を
多くもたず、地域に対する学びを十分に扱ってこなかったと思います。ここから出てく
る生きることの意味内容の理解を不十分にしてきてしまったということになります。こ
の延長上に東松島市の高校生の言葉があると考えます。
今回の「地域学校協働答申」は、学校の在り方、学校観を根本的に転換することを呼
びかけています。学校と地域の連携・協働は上記の内容から考えると大きな意味をも
ちます。私たちの使命は子供たちに「生きる力」を育むことです。地域で生きることの
意味を「学校を核とした地域づくり」、「社会に開かれた教育課程」で、授業・総合的な
学習で体験学習や社会貢献活動等を通して子供たちは学んでいきます。このような学び
は、子供たちに地域の方々への信頼の気持ちを厚くさせるでしょう。地域の方々から愛
情を注がれ、自分に自信が生まれ、他者に対する思いやり、いろいろな人が一緒に暮ら
しているという多様性に対する尊重の気持ちを生むでしょう。そして、自分の故郷であ
るという感情を芽生えさせ、自分はそれを支える一員であるという自覚を形成させるで
しょう。この気持ちは学力の向上へもつながるはずです３）。
文部科学省は、従来より学校と地域・家庭を結ぶ様々な施策を実施してきました。そ
して、今回の「地域学校協働答申」は学校と地域が対等で双方向な関係を形成するよう
に呼びかけています。しかし、学校の教員はすぐに慣れることは困難であると思います。
今まで本格的に意識して取り組んできた教員は少ないと思うからです。また、地域側も
協働の経験は少ないはずです。異なる二つの存在が同一の目標でつながることは、そん
な簡単なことではありません。困難が必ず起こって来ると考える方が適切です。その時
は、なぜ自分たちは連携しているのか、なぜ協働しようとしてきたのかの原点が確認さ
れる必要があります。そこで、その研修がたいへん重要な意味を持つと考えます。よっ
て、このハンドブックは地域連携担当教職員と地域コーディネーター、統括的なコー
ディネーターを含む包括的な内容になっています。
第１章は実践編です。まずこの研修プログラムの全体像について、地域連携担当教職
員と地域コーディネーターの役割をめぐる委員会での議論に言及しながらその考え方を
まとめています。また、その考え方から導き出せる履修項目を整理して細かく説明をし
ています。履修項目別のプログラムの例やプログラム展開例とその留意点も載せていま
す。これらは各地での実証研究を踏まえたものであり、その実証研究のまとめとデータ
（巻末）も掲載しました。さらに国におけるこれまでの研修の実際とこの「地域学校協
働答申」内容を先駆けて実施している県の実際の内容を記載しました。第2章は理論編
です。まず、「地域学校協働答申」における「地域学校協働活動」の内容と成立の経過
について説明し、その主なポイントの内容と考え方をまとめました。さらにその理論的
背景を各委員がまとめております。実践しながら理論的位置付けを確認し、実践の中か
ら理論を改良して次の実践に生かしていただきたいと思います。
２年間にわたり委員会では時には予定時間を超えて熱く議論を重ねました。新たな学

校観を踏まえての研修内容の重要性を各委員が理解しているためです。各自治体でこれ
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を一助にしていただいて、子供たちの成長のために連携・協働を強く推進していただき
たいと思います。私たちの成果を実施していく際の参考にしていただければ大きな喜び
です。
�（平成28年度地域コーディネーターと地域連携担当教職員の研修プログラムの開発に関
する調査研究委員会　委員長　橋本洋光）
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